公告
　
　一般競争入札の参加等必要事項を次のとおり公告します。
　　　2025年6月16日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　椎名町ひまわり保育園
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　園長 谷崎　みよ子
1 入札に付する事項
（1）工事概要
別紙「工事発注概要書」のとおり
（2）入札参加要件
「工事発注概要書」及び2（1）のとおり
2 競争参加資格
入札に参加しようとする者は、次に掲げる要件をすべて満たしていることを要します。
（１）工事に共通する事項
ア　有効な経営事項審査結果通知を受けている者であること。
イ　工事費内訳書（入札金額を積算したもの）を提出できる者であること。
ウ　発注工種に係る建設業法第２６条の技術者を配置できる者であること。
エ　豊島区競争入札参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく入札資格の
停止期間中の者でないこと。
　　オ　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当する者でないこと。
　　カ　法令等の規定により営業停止を受けていない者であること。
　　キ　２年以内に銀行取引停止処分を受けていない者であること。ただし、会社更生
　　　　法又は民事再生法に基づく裁判所の更生（再生）手続の開始決定を受けた
後、「ア」の競争入札参加資格の再認定を受けた者を除きます。
　　ク　６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者でないこと。ただし、会
　　　　社更生法又は民事再生法に基づく裁判所の更生（再生）手続の開始決定を受けた後、「ア」の競争入札参加資格の再認定を受けた者を除きます。
　　ケ　債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は
　　　　競売手続の開始決定がなされている者でないこと。
　　コ　共同企業体及び共同組合が参加申請する場合は、その構成員でないこと。
　　サ　直接に国税及び地方税を納付している者であること。
　　シ　適正な事務所の形態を有する者であること。
　　ス　役員等（参加しようとする者が個人である場合にはその者を、法人である場合
にはその役員又はその法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められる者を含む。）が豊島区暴力団排除条例（以下この項目において「条例」という。）2号から3号に規定する暴力団員及び暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でないこと。
　　セ　暴力団（条例第２条第１号に規定する暴力団という。以下同じ。）又は暴力団
　　　　経営支配法人等でないこと。
　　ソ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害
　　　　を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用していないこと。
　　タ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す
るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していないこと。
　　チ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していな
いこと。
３　競争参加資格確認申請
　　入札参加希望者は、「工事発注概要書」に記載した期限までに競争参加資格確認申
　　請を行ってください。
４　競争参加資格確認通知
メール及び郵送により「工事発注概要書」に記載した期限までに資格の有無を通
知します。
なお、通知後、入札日までの間に、いずれか一つでも資格を備えなくなった場合
は、入札に参加できません。
　また、開札後、改めて資格を確認し、資格が確認できた場合のみ落札者として決
定しますので注意してください。
５　入札書の提出
（1） 入札書は「工事発注概要書」に記載した期限までに提出してください。
（2） 入札参加者は、仕様書、図面等を熟覧のうえ入札してください。この場合において仕様書、図面等について、疑義があるときは「工事発注概要書」に記載した期限に説明を求めることができます。
（3） 入札書には、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０％に相当する金額を記載してください。
（落札決定に当たっては、入札書に記載された金額の１０％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときには、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とします。）
（4） 入札執行回数は、１回とします。入札書の書替え、撤回はできません。
（5） 落札者は、入札金額の内訳書（以下、「内訳書」という。）を提出してください。
（6） 予定金額を超える金額により入札を行った場合は、失格とします。
（7） 最低制限価格未満の金額による入札は失格とします。
（8） 「５」の５に基づく内訳書を提出しない者が行った入札は失格とします。
（9） 次に揚げる入札は無効とします。
ア　条件として示した競争参加資格を満たさない者が行った入札
イ　競争参加資格確認に必要な書類について虚偽の記載をした者が行った入札
ウ　入札書の提出の際に提出する内訳書の内容に不備がある者が行った入札
エ　その他入札に関する条件に違反した入札
オ　契約締結前に談合情報があり、調査の結果、談合の事実があったと認めら
れた場合の入札
６　落札候補者及び落札者の決定
　　　予定価格の範囲内で最低制限価格以上の入札を行った者のうち、最低の価格をも
って入札を行った者を落札候補者とします。落札候補者には、メールでお知らせし
ます。入札参加要件及び指定された書類等を審査し、要件を満たしていることが確
認できた場合に落札者として決定します。
　審査の結果その者が要件を満たしていることが確認できないときは、当該入札を
無効とし、次に価格の低い入札者について同様の審査を実施します。その入札を無
効とした場合は、順次、価格の低い入札者から同様の審査をします。
　なお、同価のため複数の者が落札候補者となった場合は、全員について審査をし
た上で、くじ引きにより落札者を決定します。
７　入札保証金
　　入札保証金は、免除します。
８　契約保証金
契約保証金は、免除します
９　その他
（1） 落札者が契約締結までに「２」に揚げた競争参加資格のうち、一つでも満たさなくなった場合は契約を締結しません。
（2） 契約の締結の当たっては、契約書の作成を要します。なお、契約書の作成に要する費用は、落札者の負担とします。また、契約者は、落札決定の日から７日以内に提出してください。
（3） 契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とします。
（4） 入札書の提出期限までは、いつでも入札を辞退することができます。
（5） 公平に入札を執行できないと認められる場合、又はそのおそれがある場合は、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取り止めることがあります。
（6） 万一、不測の事態が発生した場合は、入札を中止又は延期することがあります。
（7） 入札を中止又は延期した場合において、その入札のために要した費用を当準備委員会に請求することはできません。
入札金額の内訳書（以下「内訳書」という）の取扱いについて
提出された内訳書が「不備がある」として、下記各項に該当する場合は、当該内訳書を提出した者の入札を無効とする。
１　未提出と同等と認められる場合
（1） 提出期限までに内訳書が提出されない場合
（2） 内訳書と関係のない書類が提出された場合
（3） 他の工事の内訳書が提出された場合（工事案件ごとに定めた書式以外の内訳書である場合を含む）
（4） 内訳書として提出された書類が白紙である場合
（5） 内訳書に提出者の押印が欠けている場合
（6） 内訳書が特定できない場合
（7） 他の入札参加者が作成した内訳書を入手して使用している場合
２　記載すべき事項が欠けている場合
（1） 内訳書の記載が全くない場合
（2） 内訳書に入札金額の記載がない場合
３　記載すべき事項に誤りがある場合
（1） 商号又は名称に誤りがある場合
（2） 内訳書の入札金額が入札書の入札金額と異なる場合
（3） 内訳書の計算に誤りがある場合
４　その他不備がある場合
